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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直している。

需要面をみると、住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回って推移している。輸出

は、アジア向けを中心に持ち直しの動きが見られる。公共投資は、補正予算の執行が一巡し

増加幅が縮小している。個人消費は、耐久消費財の一部に政策効果が見られるが、消費者の

節約志向などから弱い動きとなっている。設備投資は企業収益の低迷から大幅に減少してい

る。

生産活動は、在庫調整が進み持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数と

もに前年を下回る厳しい状況が続いている。企業倒産は、件数・負債総額ともに減少した。
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①個人消費～厳しい状況

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲１．４％）は、衣料品・飲

食料品などが低調で全ての品目が前年を下回

った。スーパー（同▲３．２％）も、主力の飲

食料品ほかすべての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．１％）

は、９ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～３ヶ月連続増加

１月の新設住宅着工戸数は、１，２１０戸（前

年比＋４７．２％）と、３ヶ月連続で前年を上回

った。利用関係別では、持家（前年比

＋２４．１％）、貸家（同＋７１．２％）および分譲

（同＋３５．３％）と全てが前年を上回った。

平成２１年４月～平成２２年１月の着工戸数累

計では、２３，８５８戸（前年同期比▲２７．２％）と

なり、前年を下回った。持家（同▲９．５％）、

貸家（同▲３４．７％）、分譲（同▲４１．８％）と

それぞれが前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号
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③鉱工業生産～前年比２ヶ月連続の上昇

１月の鉱工業生産指数は、前月比＋３．７％

と２ヶ月ぶりに上昇、前年比では＋７．９％と

２ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や鉄

鋼業、輸送機械工業などが上昇し、一般機械

工業や化学工業、印刷業などが低下した。

④公共投資～７ヶ月ぶりに前年割れ

１月の公共工事請負金額は、９５億円（前年

比▲５０．５％）と７ヶ月ぶりに前年を大きく下

回った。

発注者別では、国（前年比▲７７．８％）、道

（同▲１３．７％）、市町村（同▲２．４％）とそれ

ぞれ前年を下回った。

平成２１年４月～平成２２年１月の累計では請

負金額８，１６２億円（前年同期比＋１０．８％）と

前年を上回っている。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３６倍となり、前月比０．０１ポイント上昇

し、前年比では０．０３ポイント低下した。

新規求人数は、前年比２．０％減少し２ヶ月

連続で前年を下回った。業種別では、医療・

福祉（前年比＋７．０％）やサービス業（同

＋９．７％）などは増加したが、卸・小売業

（同▲８．３％）や宿泊業・飲食サービス業（同

▲１３．７％）などが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号
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⑥来道客数～前年を下回る

１月の来道客数は、７９０千人（前年比

▲１．５％）と２０ヶ月連続で前年を下回った。

平成２１年４月～平成２２年１月の累計来道客

数は、９，８０６千人（前年同期比▲６．９％）と前

年を下回った。節約志向から国内旅行需要が

縮小し観光客の減少が続いている。

⑦貿易動向～輸出は３ヶ月連続の増加

１月の道内貿易額は、輸出が前年比８．０％

増の２２２億円、輸入が同２１．０％増の９４８億円と

なった。

輸出は、魚介類・同調製品や自動車の部分

品、鉱物性タール・粗製薬品などが増加し３

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、パルプな

どが増加し、１５ヶ月ぶりに前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

２月の企業倒産は、件数は３５件（前年比

▲３０．０％）、負債総額は５７億円（同▲７１．９％）

とともに前年を下回った。

業種別では、建設業（１６件）、卸売業（６

件）、製造業、サービス・他（各５件）とな

った。

平成２１年４月～平成２２年２月の累計では、

件数４５３件（前年同期比▲３３．０％）、負債総額

１，６９８億円（同▲３４．３％）となった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号
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― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

地域活性化と観光

地域活性化に取り組むにあたって観光の視点が欠かせなくなっている。しかしながら魅力的な

人間がそうであるように、いざ地域振興に観光を取り入れようとすると、つかみどころのなさに

直面し、戸惑うことがある。それは観光が持つ特性と関係している。観光の本質は１９９５年の観光

政策審議会において提示された定義、「余暇時間の中で、日常生活圏を離れて行う様々な活動で

あって、触れ合い、学び、遊ぶことを目的とするもの」に簡潔に示されている。つまり「人の移

動」が本質であって、その理由や目的等によって規定されてはいないのである。学会や商談、家

事などのついでに足を伸ばすことも観光行動として位置づけられている（兼観光）。つまり「人

の移動」によって行われた消費活動の集積で観光関連産業は形成されている。

したがって、商品やサービスを提供する側から見るなら、宿泊施設、コンベンション施設、レ

ジャー施設、飲食店、鉄道やバス・タクシーや飛行機などの輸送機関、旅行代理店、百貨店や電

器店・ガソリンスタンドなどの流通業界、保険会社や銀行・クレジット・リースなどの金融機

関、各種のレンタル、地域に立地する非常に多様な産業が一種のクラスター（房）となって観光

と密接な関わりを持っている（観光クラスター）。

また、観光にはいま一つの特性がみられる。それは、地域において「人の移動」を活発にしよ

うとする試みはただ乗り（フリーライダー）を副産物（表現を変えるならば副作用）として生む

ことである。例えば市民の税金を投資してできあがった便利な交通ネットワークは税金を納めて

いない他地域からの訪問者にもその利便性を与えている。あるいは商店街の活性化に取り組んで

成功した場合でも、その取り組みに物心両面、何も協力しなかった商店が大きな利益を得るよう

な事態がしばしば起きる。しかし、フリーライダーの呼び込みにつながる社会資本や公共財など

の整備は、「人の移動」を活発化させる。さらには、その恩恵は関係者にも再配分されるため、

期待を寄せる人も多い。ガソリンスタンドやコンビニエンスストア等がトイレを清潔にすること

を重視するのも、フリーライダーを積極的に招き入れて共有地となることによって副産物（つい

で買い）を期待しているからであろう。

しかしながら、フリーライダーに対して利害関係者が懸念を抱く場合、観光による地域活性化

への取り組みはしばしば頓挫する。こうして観光を通じた地域活性化策への無難な選択肢はクラ

スターを形成する利害関係者の誰もが意義を唱えない、「人の移動」の促進、すなわち誘致キャ

ンペーンが落としどころとなりやすい。誘致キャンペーンの効果や意義は確かに即効性もあり、

無視できないほど大きなものがある。しかしながら、現代社会ではグローバル化や消費の多様化

が加速度的に進展している。的外れな誘致活動となってその効果が想定以下に終わる事態を避け

るには、深い議論を経た慎重な取り組み姿勢や戦略性が必要になる。

新しい観光マーケティング

潜在化している観光客と商品やサービスの供給者を誘致とは異なる視点や発想で結びつける新

寄稿

地域活性化と観光マーケティングの新視点
札幌大学経営学部教授 兼 附属産業経営研究所所長

佐藤 郁夫
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寄稿

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

しいタイプの観光が生まれつつある。具体的な事例で紹介したい。まちづくりがマーケティング

効果を発揮、潜在化していた観光客を掘り起こして視察などを呼び込み、観光のシーズ（種）と
あん こ

なった地域がある。長野県小川村は餡子の代わりに野沢菜が入った特産品のお焼きで有名になっ

た。お焼きを作っているのは、小川の庄という会社であるが、同社は過疎地域の高齢化対策とし

て６０歳以上の年齢に達していることを入社条件にしている。また、休暇の自由取得や定年がない

など、高齢者の生活スタイルに合わせたユニークな経営方針で全国的に知られるようになった。

数万人もの視察が訪れるミニ観光地へと変身を遂げつつあるという。

地域の食をブランドへ、という動きは全国各地で活発になっている。これがイベントにまで発

展したのは、焼きソバや餃子など日常生活と密接なメニューであるB級ご当地グルメを競うB－

１グランプリである。全国各地で行われているが、昨年秋田県横手市で行われた第４回グランプ

リでは、会場に２７万人もの人が集まった。ちなみに、札幌市で一昨年から始まったオータムフェ

ストはB－１グランプリのようなコンテスト方式は採用していないことや、なかには高級食材も

みられるものの、食材の宝庫である北海道各地の自慢の品が大通公園に持ち込まれ、昨年の来場

者は１３０万人を超えた。

オータムフェストは、北海道最大の胃袋（マーケット）を抱える札幌市を舞台にしたことが成

功の一因となったと推察される。一方、新千歳空港では、各種メーカー等の支店や営業店が競っ

て出店、道外から集まってくる観光客をターゲットにしている。両者には大きなマーケットを狙

っている、というマーケティング戦略上の共通点がみられる。異なるのは、B－１グランプリや

オータムフェストを訪れるのは、観光客や旅行者とは限らないことである。自分の出身地や何ら

かの関係がある地域から出店している場合は、それぞれの人が独自の関心や興味を抱いて、店頭

に立つはずである。筆者も自分の出身地が出している店には必ず足を運ぶし、店舗の前に並ぶ人

だかりや販売状況までも気になってしまう。

生活協同組合の組合員が生協の店舗で食材や日用品を購入するように、B－１グランプリやオ

ータムフェストの参加者のなかには広い意味での利害関係者となって、店舗を眺めている層も少

なからず存在する。視察で全国各地を訪れる自治体職員や企業の従業員がしばしばその地の特産

品を購入するのも、自地域や自社の特産品や商品開発に役立てたい、という心理が働くからであ

ろう。旅先で駅弁や空弁を手に取るように、食のイベントで足を止める人は、全国各地の行った

ことのある街や行ったことのない街に想いをめぐらせていることであろう。このような食が持っ

ている地域性や文化性、物語性が魅力の一角を形成して、集客につながったはずである。

既存のマーケットの大きさだけに目を奪われず、新しい話題性や関係性、そして物語性を創出

することで、冷やかし気分や興味本位でたまたま立ち寄っただけのフリーライダーの足を止まら

せると大きな共有地ができあがる。その結果として思いがけない観光への発展可能性がもたらさ

れる。これらの事例は我々に新しい観光へのヒントを教えてくれる。日常生活のなかで見逃して

いる地域性や文化性、物語性が持つ潜在的な価値に気づきを与え、人を移動させる試みが新たな

観光マーケティングへの第一歩となりうるのである。
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観光マーケティングへの具体的取り組み

新たな観光マーケティングで比較的多くの関係者から理解や協力を得やすいのが兼観光を深く

掘り下げる取り組みである。サミット開催、国際会議や大規模な学会の開催などは兼観光の代表

的な例であるのは前述した通りである。札幌商工会議所が今年度から取り組んでいるビジネス資

源開発プロジェクトは、日常業務に根ざしている兼観光を掘り起こすという観点では興味深い取

り組みである。全国的にみると、大都市圏から出張で訪れるビジネス客についてみると、札幌市

は福岡市と肩を並べる大市場を形成している。したがって、出張の前後に一泊して札幌市の魅力

を楽しんでもらえれば大きな市場が創出できるはず、というのが発想の原点である。ところが、

労働災害などを理由とした社内規程によって、自由な行動を禁じている企業が存在するなど、問

題もある。そこで、ビジネス客が出張の際にとる消費行動について各種の調査を行った。

その一環として首都圏の大手企業に勤務するビジネスマンにグループインタビューも実施して

いる。そこで明らかになった課題は、延泊や前泊につながる魅力的なビジネス情報があれば、関

心を持つはずであるが、現地（札幌）からはそのような情報が伝わってこない（可視化されてい

ない）ことであった。また、Yosakoiソーラン祭りなど興味を惹かれるイベントはあるものの、

ホテルの価格上昇などが阻害要因となっている、などの意見が出された。このような調査から読

み取れるのは、日常業務と密接な関係を持つのであれば、企業としては出張日程を延ばすことに

ついて大きな障害はない、ということであった。

実はこの調査結果には特産品開発などに取り組む経営者や関係者などから、しばしば耳にする

ことと共通点がある。彼らは「びっくりするような大手企業でも、有力な商品開発情報があると

積極的に耳を傾けてくれる」「大企業の偉い人がわざわざ訪ねてきてくれる」等々と口をそろえ

る。したがって、来訪してくれた“大企業の偉い人”などに失望感を与えないことが重要とな

る。経済学にサンクコスト（埋没費用）という言葉がある。映画のチケットなどを購入、観て面

白くなかった場合、もう戻ってこないチケット代金が突然惜しく感じることがある。このように

投資資金を回収できなかった時に、投資自体を後悔してしまう心理が働くことがある。サンクコ

ストの発生を避けて兼観光の掘り起こしに取り組む際には、むしろ出張を後悔させないような自

地域の魅力発掘や企画立案にこそ努力を払うべきであろう。

道北の天塩町は地域が持つ経営資源の潜在的価値を観光によって可視化することで、まちづく

りへと橋渡しすることに成功した。つまり、まちづくりが観光へと展開した長野県小川の庄の逆

パターンである。多くの自治体では地元の食材を首都圏に売り込むことに頭を悩ませている。こ

のため、東京事務所などを設置している自治体もある。ところが天塩町では都心に住む管理栄養

士を対象に町の食材に触れてもらうモニターツアーを組んだ。管理栄養士は学校給食のメニュー

作りに携わっている。ツアーが終わって、東京の職場に戻ると天塩町に食材を調達したいという

大量の注文を入れた。このため、同町では対応に追われることになったそうである。

成功までの細部の積み上げがマーケティング

天塩町の事例はどこの町でも比較的簡単に実行できそうな印象を受ける。しかしながら、徳島

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６５／本文　※柱に注意！／００４～００７　寄稿（佐藤）  2010.03.17 14.26.49  Page 6 



寄稿

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

県の上勝町で行われている高齢者が自分の所有する山に自生する各種の葉っぱを妻物として市場

に売り込んで成功を納めた「葉っぱビジネス」のように、実際にやってみようとすると多くの課

題にぶつかるはずである。モニターツアー用の必要資金の調達方法、ターゲットとする管理栄養

士の選出方法とツアー情報の伝達方法、宿泊施設など受け入れ体制の整備、販売したい地元の食

材の選択、仮に注文が入ったとしても受注、生産、輸送などの継続的な供給体制、既存の生産者

や販売先との調整。これらを遺漏なく整備、満足して帰ってもらい、継続的な取引へと結実させ

るまでには、さらに数多くの解決すべき課題が数珠つなぎに出てくるはずである。さらに、準備

段階で思いもよらない競合先が出現するリスクもある。それらをどのような組織が主体となっ

て、どのような方法で乗り越えていくかを一つずつ検討しなければならない。

マーケティングとは、単なる販売促進のことではない。潜在的な顧客との関係を構築するまで

の組織内外のあらゆる要素の複雑な組合せからできあがっている。したがって、天塩町で成功し

た手法が他の地域にも適用可能とは限らない。安易な模倣や取り組みは既存の生産者、販売先と

の信頼関係に溝を生むなど、むしろマイナス効果すら想定される。地域の経営資源が持つ背景や

状況はそれぞれ異なっていることから、これを細部にまで気配りすることによって、独自の組み

立てを構築することが必然となるはずである。筆者は観光とは地域資源の一種であるという考え

方に立っている。したがって、地域活性化に取り組むにあたって、観光に取り組む場合には、地

域の文化や歴史、そこに潜む物語性を含めた経営資源への深い知識と理解が前提となるはずであ

る。この努力を怠ると、資源の浪費や地域の魅力の低下など、弊害の方が大きくなりかねない。

まとめ

オータムフェストやB－１グランプリに集まる人達はご当地グルメを味わいながら、その町や

地域の歴史や文化にまで思いをめぐらせている。管理栄養士が天塩町に大量の注文をしたのは、

給食の時間に子供達が歓声をあげる顔が旅先（天塩町）で思い浮かんだからであろう。長野県小

川村の小川の庄で高齢者が元気に働いているのは、孫におもちゃを買ってあげるのが楽しみなの

かもしれない。小川の庄を訪れる多くの視察者は、笑顔を絶やさず働く高齢者の姿に触れること

で満足して自宅へと戻ることができる。このように、多様な利害関係者が呼び水となって、フリ

ーライダーが集まり、共有地ができあがることで新しいタイプの観光地が生み出される。

商品とは便益の束であると言われる。また、すでに述べたように、観光とは人の移動がその本

質である。これらをここにあげた事例とあわせ考えるなら、観光振興に取り組むにあたって重視

すべき要素が浮かび上がってくる。それは、地域にとって観光とは人の移動にあわせ、または人

の移動を動機づけるような喜びや感動、満足を期待できる、あるいはそれらを提供する可能性を

有する地域資源の掘り起こしと事業への具体的取り込みと見なすことができる。観光をそのよう

に捉えなおすと、持続的な成長に望みをかける地域にとって、観光振興への取り組みは経済的効

果だけに限定されず、人材育成、教育機会の場、地域への帰属意識の高揚など、多面的な価値を

有していることがわかる。
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５条件 重要な理由の要旨
１ 事業の情緒価値の創造 価格競争の餌食にならないようにするため
２ 本質的経営課題の早期解決 先送りすると、ますます経営状況を悪化させるため
３ 組織を鼓舞できる人事考課軸 なかなか成果を挙げるのが難しい時代であるため
４ 経営の誠実度 働く人々の能力も「資本」であるため
５ 正しく明確な経営方針 １から４の条件を満たす方向性や施策を明確にするため

はじめに

「玉木さん、今儲かっているのは、どんな企業�」…最近多くの経営者からよく訊かれる質問
です。

多くの方々が抱いているのは、非常に厳しい現下の経営環境の中でも、同じ業種なのに、片や

安定的に成長する企業があるのに、片や倒産や廃業する企業があるのは、どこに本質的な理由が

あるのかと言う疑問であり、自社が安定的に成長するエクセレントカンパニーに脱皮するため

に、どうしたら良いか、そのためのヒントを切望されているのだと思います。

当社は、昭和３８年創業以来、幾多の企業の盛衰を目の当たりにして参りましたが、高度・安定

成長期と現在では、明らかにエクセレントカンパニーであり得る条件が異なっています。高度・

安定成長期は、顧客を増やす強い営業力を持ち、契約品質でモノやサービスを確実に供給できる

ことが、エクセレントカンパニーの条件だったように思います。顧客の懐具合はそこそこ良く

て、今のように購買決定権を持つ者にコストや家計費の削減プレッシャーが働かない状況だった

ので、顧客と良好な人間関係を築くこと（飲食やゴルフの接待、贈答、顔繋ぎと呼ばれるような

行為＝モノやサービスとは直接関係のない）が非常に重要で、獲得した仕事についてはクレーム

の起こらないようなレベルの効率的な品質管理体制を構築することが、安定的成長を図るための

条件でした。

また顧客との良好な人間関係の構築に時間を掛ければ掛ける程、営業成果が上がり、仕事や分

配可能な利益も増えたので、多くの人々が、長時間労働を厭わなかったし、若い世代の人々も事

業の成長により将来のポストを見据えることができたので、下積みの仕事を甘受したのだと思い

ます。

しかし、時代は大きく変わり、今やかつてのエクセレントカンパニーの条件が完全に崩れてし

まっています。それでは、新しい時代のエクセレントカンパニーの条件は、何でしょうか？結論

から申し上げると、重要な順番に次の５条件であり、その理由を簡潔に要約すると下表のように

なります。

それでは、順番に各条件について詳しく説明します。

経営のアドバイス

同じ業種なのに業績格差が生じる本当の理由
エクセレントカンパニーへ脱皮するために

株式会社むらずみ経営
税理士法人むらずみ総合事務所
代表取締役・代表社員税理士 玉木 祥夫
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種類 事業における感情への働き掛けの具体例
喜楽の向上 レジャー産業、興行産業、旅行産業など、事業の内容そのものが、人の喜びや楽し

さの向上を目的とするものもありますが、そうではない産業でも、例えば、小売業

などのようにモノの販売を通じ、ショッピングの楽しさを創出するケースのよう

に、様々な産業に関連しています。
嬉しい驚嘆 人は、欲しいモノやサービスの内容について、「こんな程度だろう」と想定して取

引をするのが通常ですが、その想定を超えた内容や出来事に遭遇すると、嬉しくな

るものです。従って、嬉しい驚嘆は、様々な産業で起こりうるもので、具体例を挙

げると、「こんな面白いモノを見つけた！」、「対応が早くてビックリした！」、「思

わぬ人を紹介してくれて嬉しい！」などのような類のものです。
不安の解消 医業、介護産業、保険産業、警備産業など、事業の内容そのものが、人の不安の解

消を目的にするものもありますし、農業・食品産業のように、モノの安全性が強く

問われるものもあります。また、「発注した物の製作や依頼した仕事の進捗状況を

タイムリーに報告してくれるので安心！」などというケースのように、様々な産業

に関連しています。私は仕事上、資産家の方々の遺言執行人をお引き受けすること

がありますが、若い頃「玉木さんは、私よりも間違いなく長生きするから、安心

だ！」と執行人としてご指名を受けた理由をお聞きし、なるほどと納得した経験が

あります。
困窮の救済 医業、介護産業、我々のような専門士業、心理カウンセラー、宗教産業など事業の

内容そのものが、困窮の救済を目的にするものもありますが、「御社のこの画期的

な新商品で売上を伸ばせる！」、「お陰で技術的に困難だったことが解決でき

た！」、「新しい顧客を紹介してくれて助かった！」、「節約の情報を有難う！」など

というケースのように、様々な産業に関連しています。

１．事業の情緒価値の創造

法人を動かすのも生身の人間ですから、消費者を対象にした事業だけでなく、法人を対象にし

た事業も、経済活動における感情的側面の探求を疎かにできません。

重要なキーワードは、喜楽・驚嘆・安心・困窮という人が抱く感情であり、人は、喜びや楽し

さを高めたり、嬉しい驚嘆を体験したり、不安から解放されたり、困ったことや窮状から救って

欲しいから、モノやサービスを探して、購入しています。

地域経済の低迷が長引き、デフレーション（販売価格の下落圧力）に晒される今だからこそ、

経済活動における感情的側面の探求が、経営にとって非常に重要になっていて、事業を通じて顧

客に提供される、金銭に換算できない感情的プラス作用を、私は「事業の情緒価値」と呼んでい

ます。

なぜ「事業の情緒価値」が大切かと言うと、情緒価値がないと、熾烈な価格競争の勝者になる

か餌食になるかの、２つしか道がなくなり、競争に巻き込まれた者の殆どが、敗者になってしま

うからです。明らかに他の事業者よりも価格が高くても今の顧客が将来の顧客であり続けるの
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は、モノやサービスの他に「情緒価値」が得られるからに他ならないからです。

具体的に、私の身近な経験に基づき具体的にお話しを進めます。

（１）買物の楽しさを提供できていない小売業

最近、小売店の接客能力が落ちていると感じることが多くあります。先日、東京の秋葉原の大

手パソコンショップで買物した時のこと…会計が終わり、店員が買ったものを紙袋に入れ、保証

書を先に手渡し、その紙袋の口をテープで閉じようとしました。保証書も一緒に紙袋に入れたか

ったので、私が「閉じないで」とお願いすると、その店員は「防犯上の理由で…」と私に告げ、

淡々と口をテープで閉じ紙袋を手渡すではないですか！要するに、「貴方は店を出るまで万引き

するかもしれないので、口を閉じなければならないのです」と…これには怒りよりも先に、呆れ

てしまいました。

妻には記念日にジュエリーをプレゼントしていますが、デパートのジュエリー売り場に行くと

大変なことになります。鴨が葱を背負って来たように感じるのでしょう、店員から質問攻めに合

い、ゆっくり選びたいからと説明を断ると、ストーカーのように付き纏われます。それはそれ

は、お店の外にも付いて来そうな勢いです。こんなお店では、絶対買いたくないと思うのが人情

ではないでしょうか。

ネット販売が台頭していますが、店頭での買物が楽しくなくなったことにも関連しているよう

に思います。

（２）執拗な電話営業を行なう塗装事業者

自宅を建てて１０年位経ちますが、そろそろ外壁の痛みが目立ち始めるようになると、ある塗装

事業者から頻繁に営業の電話が掛かってくる様になりました。断っても、キャンペーンだとか、

モデルケースにしたいなどなど色々理由を付けて、執拗に電話営業を行なって来ます。最近は、

家庭でも相手先の電話番号が表示されますので、もう電話に出ませんが、こんな営業スタイルの

事業者には、間違っても仕事を頼みたくないと思ってしまいます。その塗装事業者は熱意をアピ

ールしているのかもしれませんが、今時、こんな営業をさせられている社員の方々が可哀想にな

ります。

（３）患者を安心させられない医業

それなりの年齢になり、数年前に成人病に罹り、物心付いて始めて、何度か入院しました。担

当した医師は、私の病巣のことはよく診て下さるのですが、私がどんな家族構成で、どんな仕事

をして、どんな生活を送っているのかに、全く関心がありません。成人病は、生活習慣病とも言

われる位ですから、私としては、今後は生活習慣のこんなところを改めるようにという気の効い

たアドバイスを期待していたのですが…。

また、退院して感じたのは、患者に対する退院後のケアが全くないことです。医師と特別な繋

がりを有する方は別でしょうが、入院を経験した他の方々にお話しをお聞きしても、退院後病院
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から、術後の経過を心配する内容の電話を受取ったことがある人は誰もいませんでした。「退院後

は患者を忘れ去る」それが医業の常識のようなので、術後の経過を慮る病院があれば、それだけ

で評判になるに違いありません。

（４）顧客に一番近い部署を対象にした「行き過ぎたコスト削減」の末路

最近特に気になるのは、顧客に一番近い部署やセクションを対象にした、「行き過ぎたコスト

削減」によって、事業の情緒価値を下げてしまっているケースが非常に多いということです。本

年１月に、大手航空会社が経営破綻し、金融業界を除けば、史上最大の企業倒産になったのは、

記憶に新しい出来事です。

私が社会に出た頃の飛行機は、国内線の普通席でも軽食のサービスがありましたが、先月から

は新聞サービスさえもなくなり、搭乗客が自由に選べるのは、とうとう小さな飴の袋だけになり

ました。航空会社は、搭乗客へのサービスコストを切り詰めたため、かえって情緒価値を下げ、

今や飛行機は、普通の乗り物になりました。普通の乗り物であれば、搭乗客は当然安い運賃の航

空会社を選ぶし、高給の客室乗務員ではなく、運行上の安全管理に最低限必要な人材で運行し、

もっと運賃を安くして欲しいと望むようになります。

飛行機を対象にしたテロ事件の影響も加わり、航空業界にとって非常に厳しい経営環境が続

き、その航空会社もコスト削減による経営効率の向上が急務だったと思いますが、コスト削減す

べき対象の優先順位を間違ったため、価格競争に飲み込まれ、それが更に業績悪化に拍車を掛け

る結果になったのだと思います。

（５）経営者と経営幹部が実行すべきこと

自社の経営資源を活用して、現在の顧客だけではなく、誰のために、喜びや楽しさを高めた

り、嬉しい驚嘆を演出したり、不安から解放し、困ったことや窮状から救済できるのかを、斬新

な着想と想像力で、考え実行することこそが、経営者や経営幹部の大切な仕事です。

また、自社の経営資源だけでなく、協業できる他の事業者と連携して、事業の情緒価値を高め

ることも重要です。マスコミの報道（平成２２年１月）によると、携帯電話向けサイト制作のメデ

ィア・マジック社は、人気アニメ「エヴァンゲリオン」の会員制携帯サイトを運営していること

を活かし、登場キャラクターをイメージした自転車を受注販売すると発表しました。自転車の流

通は、自転車販売店から大手スーパーに担い手が移り、低価格化が進みましたが、この例は、自

転車メーカー（武田産業�：札幌市）が全く異業種の企業と連携して、情緒価値を高める取組み
として、とても興味深い事例です。

従って、同業者だけと付き合うのでなく、異業種の事業者と積極的に交わり情報交換し、また

一人の消費者として世の中の変化を感じ取ることも欠かしてはいけないのです。

２．本質的経営課題の早期解決

本質的経営課題とは、その解決を放置すれば、ますます経営状況を悪化させる種類のものを指
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します。本質的経営課題の解決は、多くの場合、「痛み」を伴うので、多くの経営者が問題を先

送りし、それが原因で経営状況の悪化に拍車を掛けると言う悪循環に陥ります。なぜ先送りして

しまうかと言うと、「痛み」とは、必ずしも金銭の出費を指すのではなく、多くの場合は、経営

者自身が、誰かを熱く説得したり、相手の言い分を呑んで妥協したりしなければならない、労苦

を伴うことだからです。

それでは、最近多い事例を基に詳しくお話しを進めます。

（１）賞味期限切れ幹部の処遇

斬新な着想と想像力で、自社事業の情緒価値を向上させることが、経営者や経営幹部にとって

重要な仕事であることは既に述べました。これを怠ると、ますます熾烈な価格競争に巻き込まれ

て敗者の道を歩まざるを得なくなることは既に説明したとおりです。もし経営者や経営幹部が

「事業の情緒価値」の向上を上手く指揮できなくなったら、「賞味期限切れ」です。ただし、誤解

してはいけないことと注意すべきことが、２つあります。

１つ目は、賞味期限内か否かは、必ずしも年齢ではないということです。高齢の経営者でも、

好奇心と探究心が旺盛で、柔軟な発想と的確に先を見通す目を持ち、事業の情緒価値を高めるよ

うな施策を矢継ぎ早に打てる方がいます。逆に４０歳前後の経営幹部で、そのような能力がない方

もいます。

２つ目は、賞味期限切れになっても、事業にとってその経営者や経営幹部が必要なくなる訳で

はありません。事業の情緒価値の向上と言う経営機能を担う力が劣ったとしても、経営管理、販

売・生産技術、それぞれの事業分野の専門知識と経験、人材育成などで優れた能力を持っている

（持っているからこそ経営者や経営幹部であり得た）ことが多いので、その能力を活かせる人事

（組織上の役割と処遇）を行ない、事業の情緒価値の向上を担う新しい経営者や経営幹部を応援

すれば良いのです。

（２）人事労務関係法令の遵守

残業代の支払、職場の健康・安全・衛生の確保、解雇など人事労務を巡る労使間のトラブルが

急増しています。冒頭「はじめに」において、過去になぜ働く人々が長時間労働や若年時の下積

み経験を厭わなかったかと言う理由を説明しましたが、それは応分の処遇（将来の昇格・昇給、

賞与など）が事実上約束されていたからです。

しかし今や、会社で働くことでは将来を見通せず、国の社会保障制度も働く人々の老後を約束

できるものではなくなっていますので、働く人々の労働権利意識が高まるのも、当然のことだと

考える必要があります。

かつて人事労務関連法令の遵守にそれ程注意を払わなくても経営が成り立った中小企業ほど、

早急な対処が迫られています。適切な対処を怠ると、働く人々の不満がどんどん増幅し、一生懸

命「働いている振り」をされるだけでなく、「怒り」に昇華したときは、労働基準監督署の調査

や訴訟にも発展し、会社の存続さえ危うくする問題であることを、経営者は認識しなければなり
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ません。

どのように対処すべきかは、４．経営の誠実度で詳しく説明します。

（３）市場縮小や競争激化に対応した業務分担の変更

職種（役割分担）を細分化して仕事を回すことは、高度・安定成長期においては、とても効率

的な経営方式でした。しかし、事業そのものの市場規模縮小または競争激化により顧客数や販売

価格が低下するデフレーションの局面では、職種を細分化したことが、かえって経営効率を高め

るための障害になっているケースが多々あります。

建設業、医業、航空産業などが最たる例で、実に様々な職種（建設業では下請け企業も含めて

考えると分かり易い）が設定されています。顧客数や販売価格の低下で売上が減少したとき、今

までの役割分担を変えないで仕事を回すためには、全ての職種の人が必要になり、経営効率を高

めることができなくなります。

クリニック（個人病院）は、総合病院に比べて経営効率が高いケースが多いのですが、それ

は、例えば総合病院であればレントゲン技師が行なう仕事を、クリニックでは医師自らが行なう

ので、レントゲン技師が必要ないと言う「一人二役、三役」の効用があることが、大きく関連し

ています。

飛行機に乗って思うのは、どうして到着後の機内清掃作業のために、外注事業者と契約した

り、別な清掃作業員を雇用するのでしょうか。乗務の最後の仕事として、客室乗務員が機内清掃

を行なえば、とても効率的な筈です。

しかし、ここに必ず「職種の壁」が立ちはだかります。そのような仕事の役割分担変更を行な

おうものなら、「それは私の仕事じゃありません！」、「そんな仕事をするために会社に入ったの

ではありません！」と言うように強い抵抗に遭います。

でもそうしなければ経営が立ち行かなくなることを説明し、説得し、時には妥協して（コスト

削減効果の一部を給与配分に回すことなど）、実現させるのが経営者や経営幹部の役割なのに、

その労苦を嫌がって避けている企業がいかに多いことでしょうか。そして、その末路は、価格競

争の餌食であることは既に説明しました。

（４）好奇心や探究心が旺盛な若年人材の確保

将来の日本の人口推移予測では、人口の減少と労働人口割合の低下が確実と言われています。

その意味で有能な若年人材の確保は、今にも増して企業経営上重要なテーマになるものと思われ

ます。

しかし、有能な若年人材は、自社事業の将来の情緒価値向上を担う人材の確保という観点で、

それ以上に大きな意味を持ちます。

今後の世界的な人口増加が資源枯渇や地球環境問題を一層深刻化させ、それが人々の価値観の

変化に大きな影響を及ぼし、企業経営のあり方も今以上に変化を求められる事態が想定されま

す。先程「賞味期限切れ」は年齢の問題ではないと説明しましたが、しかし一般論としては加齢
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はこうした変化に対しての感覚を鈍らせます。

従って、単に現在の事業の代替的人材という、優等生選抜的な観点だけで若年者の選考を行な

うのではなく、優等生の枠から多少はみ出ていても、好奇心や探究心が旺盛な人材と言う観点で

選考を行なうことが重要です。それは、社内に様々な軋轢を生む可能性がありますし、人材コス

ト的にも経営を圧迫することになりますが、将来の投資のために経営者が今決断しなければなら

ないことなのです。

３．組織を鼓舞できる人事考課軸

平成１５年１２月の出来事ですが、ある異業種交流会の行事で、大阪にある「ザ・リッツ・カール

トン」というホテルの品質管理部が主催する研修に参加する良縁に恵まれました。顧客満足度の

高いサービスを提供するホテルとして有名ですが、「組織を鼓舞できる人事考課軸」を大切にし

ていることに、大変感銘を受けました。

「ザ・リッツ・カールトン・ベーシック」という行動指針では、①事業の情緒価値を高めるた

めに日常の言動で何を大切にすべきかを非常に具体的に明示し、②数値的な成果を出すのが大変

な時代にあって日常の言動を賞賛することで働く人々の前向きな意欲を鼓舞でき、③同じ価値観

を共有した強い組織作りに大いに役立ちます。

※ザ・リッツ・カールトン・ホテルにおける企業文化や理念については「ゴールド・スタンダード（ブック
マン社）」などに詳しく解説されています。

日本の企業の多くは、経営理念を定めていますが、それは経営の大きな方向性や拘りを示すだ

けで、働く人々が日常の言動で何に拘りを持つべきかというレベルまで落とし込まれていないも

のが殆どです。

４．経営の誠実度

昨年民主党が政権を奪取するという歴史的な政権交代がありました。民主党への政権交代の一

番重要な意味は、「生活者や働く人々の意思で、国の方向性が決まる時代になった」という事だ

と思います。戦後間もなくから昨年の政権交代まで、日本は、自由民主党・官僚・経済界（経営

者の代表）の３者の、良い意味でも悪い意味でも連携の中で、動かされてきた訳ですが、これか

らこの国を動かすのは、生活者や働く人々の民意に替わったと考えるべきだと思います。

東西冷戦時代の終焉には計画経済の破綻と言う背景がありましたが、その後世界に台頭したマ

ネー資本主義もまた、ライブドア事件や、リーマンショックに端を発した世界的金融危機を招

き、企業のみならず多くの労働者や消費者の生活を狂わせる結果となり、大きな軌道修正を迫ら

れています。

これからの時代は、経営においても、お金だけが資本なのではなく、働く人々の持つ能力も資

本だと考えて、経営することが重要になってきます。なぜなら、働く人々の能力こそ、事業の情

緒価値の源泉だからです。経営者は、権力があることに胡坐（あぐら）を掻いて、誠実さ…経営

者報酬の見直し、公私のケジメ、法令遵守への対処、経営意思決定の経緯の説明、無理でも意見
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テーマ 平成２２年 平成２３年 平成２４年
１ 事業の情緒価値の向上

２

本
質
的
経
営
課
題

（１）情緒価値向上のリーダー

（２）人事労務法令遵守

（３）業務分担変更

（４）若年人材確保

３ 組織を鼓舞できる人事考課軸

に耳を傾ける姿勢…が欠けていないか、常に自問自答する必要があります。

２．本質的経営課題の早期解決（２）人事労務関係法令の遵守（１２ページ参照）で説明した、

例えば残業代のような問題について、高度・安定成長期に成功を手にした経営者の中には、「残

業代はないって面接のとき説明しただろ？」とか、満足な管理職手当を支払っていないのにも拘

わらず「管理職なんだから残業代はないよ！」と濁して、頭ごなしに否定してしまう方がいま

す。これでは、何の問題解決にならないばかりか、働く人々の不満がマグマのように溜まり、遠

くない将来大噴火を招くだけです。

働く人々とキチンと向き合い、相手の言い分に耳を傾け、経営状況が厳しいのであれば、ちゃ

んと経営情報を開示して説明し、例えば現在の給与に一定時間の残業手当が含まれていることに

ついて理解を得る努力を行なわなければなりません。もし理解が得られたら、合意内容に沿って

給与制度を変え、労働時間管理を適切に行ない、その一定時間を超過した労働時間については、

別途残業手当を支払うような解決を早期に図らなければならないのです。

５．正しく明確な経営方針

そして最後に重要なのは、価格競争に巻き込まれないための具体的施策、会社が抱える本質的

経営課題とそれに対する対処、組織を鼓舞するための人事考課の考え方などを、経営幹部を交え

て、十分に検討し、分かり易い文章で表現して、社内外に明示することです。

１年で成果を出したり、解決したりできないテーマも多いのが通常ですから、次のフォームの

ように、３年位の期間に分けて経営方針を考え、常にその達成状況を自己点検すると同時に、経

営環境や自社の経営状況に応じて、柔軟に変更することをお勧めします。
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むらずみ経営グループ概要

所 在 地 札幌本部 〒０６４‐８６４８ 札幌市中央区南八条西４丁目４２２番地 GRAND PARK BLD ５F・９F
代表者名 取締役相談役 村住 雅志

代表取締役会長 石塚久美雄
代表取締役社長 玉木 祥夫

従業員数 １１１名 ／ 男６４名 女４７名（平成２１年１０月１日）
設 立 昭和３８年（１９６３年）
資 本 金 １億６５００万円（グループ全体）

［企業理念］
経営者のために何ができるだろう？
私たちは、北海道札幌市を拠点に、東京・千歳にも事務所を構える会計事務所を母体にした経営コンサ
ルタントグループです。税理士・社会保険労務士・行政書士・中小企業診断士・経営コンサルタント等
の様々な専門家を筆頭に、企業経営に関する課題をあらゆる角度からお手伝いしています。
各専門分野の人材が企業理念のもとに集まり『経営者のために何ができるだろう？』と問題提起し、全
社員が知恵を出して協力し合い、企業の経営活動支援に努めています。そして当社は創立４５周年を迎え
ることができました。お客様に長期的なサービスを提供することを第一義に考え随時事業承継を行って
おり、現在の社長は３代目です。歴史のある会社ですが、常に革新性を求め続けております。

［沿 革］
昭和３８年４月 北海道札幌市中央区に、村住雅志税理士事務所 開設
昭和４８年１２月 札幌本部をオリエンタルホテル２階に移転
昭和６３年２月 石塚久美雄代表取締役社長 就任
平成６年１１月 小比賀税務会計事務所と経営を一体化（東京）
平成７年９月 札幌本部を札幌第３大京ビル（現グランドパークビル）５階に移転
平成１３年１月 石塚久美雄代表取締役会長 就任
平成１３年１月 玉木祥夫代表取締役社長 就任
平成１６年１月 税理士法人むらずみ総合事務所 設立
平成１８年４月 千歳事務所 開設
平成１９年１０月 行政書士法人むらずみ総合事務所 設立
平成１９年１１月 社会保険労務士法人むらずみ総合事務所 設立

［問い合せ］
むらずみ経営グループでは各分野のプロフェッショナルと、現場で数々の経験を積んだスタッフが在籍
しており、お客様からの問い合わせに対し柔軟かつスピーディに対応できる体制を整えております。
お気軽にお問い合わせください！

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６５／本文　※柱に注意！／００８～０１６　経営のアドバイス（玉木）  2010.03.17 14.28



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８
２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２

４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 ８９．８ △１２．６ ８４．１ △２０．１ ９２．６ △１０．６ ８５．２ △１９．３ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０～１２月 r ９２．４ △１．８ r ８７．９ △５．４ r ９５．４ △０．６ r ８９．６ △４．１ r ９３．４ △９．３ r ９３．６ △１４．７

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ ８３．９ △１９．０ ９３．２ △８．３ ８４．２ △１９．０ ９４．７ △８．１ ９５．１ △１０．３
９月 ９１．１ △８．５ ８５．７ △１８．４ ９５．４ △５．８ ８７．７ △１６．８ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０月 ９０．４ △７．７ ８６．１ △１５．１ ９４．３ △６．０ ８８．８ △１３．０ ９２．５ △９．０ ９３．３ △１４．４
１１月 ９４．３ ０．０ ８８．０ △４．２ ９６．９ ０．６ ８９．６ △３．１ ９５．６ △５．６ ９３．７ △１４．４
１２月 r ９２．４ ３．１ r ８９．７ ５．１ r ９５．０ ３．９ r ９０．５ ５．２ r ９３．４ △９．３ r ９３．６ △１４．７

２２年 １月 p９５．８ ７．９ p９１．９ １８．２ p９９．９ ６．９ p９２．７ １９．３ p９４．８ △６．０ p９４．５ △１２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５△５．６ ２０６，６０３△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４
２１年１～３月 ２２９，３４５△６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７

４～６月 ２２７，１５６△５．１ ４８，１７４ △６．７ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，６０２ △３．９ ３１，１８３ △４．１
７～９月 ２２７，７０１△３．５ ４７，９９１ △７．０ ６２，９８８ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０７７ △５．４
１０～１２月 r ２４７，４９９△３．５ r ５２，５２１ △７．０ r ６６，１１２ △４．３ r １９，７５５ △８．８ r １８１，３８７ △３．２ r ３２，７６６ △５．８

２１年 １月 ８０，７３２△５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０△７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４△６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９△４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 ７５，０２３△５．１ １６，０２９ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，６５４ △５．３ １０，２３７ △５．４
７月 ７９，９５５△４．２ １７，３６０ △８．４ ２４，１２１△３．３ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６３０ △６．１
８月 ７６，０２３△４．５ １５，６９６ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０１ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３５ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７４６ △４．３
１０月 ７２，８６７△３．６ １５，６１１ △７．２ １８，９６５ △６．５ ５，５８５ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２６ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１６ △９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９９ △８．３
１２月 r １００，０５６△１．８ r ２０，６９４ △４．６ r ２７，４６６ △１．４ r ８，０５３ △５．０ r ７２，５９０ △１．９ r １２，６４１ △４．３

２２年 １月 p ７６，９９０△２．７ p １７，１６３ △５．６ p ２１，１３５ △１．４ p ６，２０９ △５．７ p ５５，８５５ △３．２ p １０，９５４ △５．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６５／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.03.19 13.35.46  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０
２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０

４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９１ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２
２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４

４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７
２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４

４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９
２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５

４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ － ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６５／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.03.19 13.35.46  Page 19



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △１．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △４．１

２０年１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５
２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７９４ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０

４～６月 ５６，７５４ △４６．９ １２８，１５７ △３８．５ １９４，２１６ △５９．０ １１９，４６７ △４０．１
７～９月 ９６，３１２ △２０．４ １４４，６４６ △３４．４ ２３３，６１７ △５３．６ １３３，８１９ △３９．７
１０～１２月 r ８５，５２６ ０．２ r １５７，１１６ △８．０ r ２６４，９４２ △２５．６ p１３９，９４２ △２０．９

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 １９，８１５ △４３．１ ４０，２０４ △４０．９ ６１，１４２ △６６．１ ３７，２３５ △４２．４
６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９９５ △３５．７ ５６，６５７ △６４．３ ４０，９３７ △４１．９
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４４０ △３６．５ ６８，０５１ △５５．２ ４４，６６５ △４０．８
８月 ２２，７６４ △４７．０ ４５，１０４ △３６．０ ７２，６１３ △５９．８ ４３，２８８ △４１．２
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，１０２ △３０．６ ９２，９５３ △４５．６ ４５，８６６ △３６．９
１０月 ３０，０２９ △２７．２ ５３，０８５ △２３．２ ８８，１７０ △４４．２ ４５，０４６ △３５．６
１１月 ２８，５７０ ２３．２ ４９，９０６ △６．３ ８０，６３９ △２０．７ ４６，２１４ △１６．７
１２月 r ２６，９２７ ２８．６ r ５４，１２５ １２．０ r ９６，１３３ △０．２ p ４８，６８２ △５．５

２２年 １月 p ２２，１９８ ８．０ p ４９，０２４ ４０．９ p ９４，７８３ ２１．０ p ４８，１７２ ８．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２
２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６５／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2010.03.19 13.35.46  Page 20



調査レポート� 20062010

4
165
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